
単位：円

公益法人の区
分（※）

国認定､都道府
県認定の区分

継続支出の
有無

緊急食糧支援事業
公益社団法人国際農林
業協働協会

8010405002616 9,057,223,000             一般会計
緊急食糧支援事業費補
助金

平成29年4月3日 公社 国認定

本事業は、緊急食糧支援として被援助国に
貸し付けた政府保有米が償還される際に、
食料安定供給特別会計に発生する損失を
補塡する事業であり、被援助国及び（公社）
国際農林業協働協会との契約に基づき、平
成43年度まで償還を継続する必要があるた
め交付先を見直すことは困難。

有

海外漁業協力強化支援事業
公益財団法人海外漁業
協力財団

6010405010447 519,541,000                一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成29年4月3日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により採択されたも
の。

有

平成２９年度水産関係民間団
体事業／栽培漁業総合推進
事業

公益社団法人全国豊か
な海づくり推進協会

8010005003106 76,776,000                 一般会計
水産資源回復対策事業
費補助金

平成29年4月3日 公社 国認定

平成30年度行政事業レビューにおいて、「支
出先の選定における競争性・透明性の一層
の向上」とされたことから、これまでに以上
に事業を幅広く周知し事業成果の公表を行
い、広く研究機関が応募しやすい環境づくり
に取組んでいく。

有

平成２９年度水産関係民間団
体事業／漁場油濁被害対策
事業

公益財団法人海と渚環
境美化・油濁対策機構

5010005000139 25,195,000                 一般会計
水産資源回復対策事業
費補助金

平成29年4月3日 公財 国認定

原因者不明の海洋への流出油による漁場
油濁の拡大防止､清掃と漁業被害の救済を
目的としている基金（防除事業資金）を設立
当時から管理している当該団体を予算要求
の段階から事業実施主体としているため、
交付先を見直すことは困難。

有

平成２９年度水産関係民間団
体事業／漁業系廃棄物対策
促進事業

公益財団法人海と渚環
境美化・油濁対策機構

5010005000139 14,459,000                 一般会計
漁業経営安定対策事業
費補助金

平成29年4月3日 公財 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

平成２９年度水産関係民間団
体事業／国産水産物流通促
進事業

国産水産物流通促進セ
ンター（代表機関：公益
社団法人日本水産資源
保護協会）

800,000,000                一般会計
水産物加工・流通等対
策事業費補助金

平成29年4月3日 公社 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

平成２９年度水産関係民間団
体事業／国産水産物安定供
給セーフティネット事業／漁業
経営等安定水産物供給平準
化事業

公益財団法人水産物安
定供給推進機構

6010005000146 273,173,000                一般会計
水産物加工・流通等対
策事業費補助金

平成29年4月3日 公財 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

農業経営基盤強化資金利子
助成金等交付事業

公益財団法人農林水産
長期金融協会

7010005003899 4,676,405,000             一般会計
農業経営金融支援対策
費補助金

平成29年4月4日 公財 国認定

事業実施に係るシステム構築の費用等、事
業の効率的かつ効果的な執行の観点から、
事業開始時、公募により決定した公益財団
法人農林水産長期金融協会を交付先として
特定している。

有

農業経営基盤強化資金利子
助成金等交付事業

公益財団法人農林水産
長期金融協会

7010005003899 1,351,208,000             
東日本大震災復興特別

会計
農業経営金融支援対策
費補助金

平成29年4月4日 公財 国認定

事業実施に係るシステム構築の費用等、事
業の効率的かつ効果的な執行の観点から、
当事業開始時、公募により決定した公益財
団法人農林水産長期金融協会に特定して
いる。

有

漁業経営基盤強化金融支援
事業

公益財団法人農林水産
長期金融協会

7010005003899 80,719,000                 一般会計
漁業経営維持安定資金
利子補給等補助金

平成29年4月11日 公財 国認定

平成28年度に措置した同事業の融資枠を
追加するものであったことから、事業の効率
的かつ効果的な実施の観点から、平成28年
度に公募により選定し、事業を開始していた
公益財団法人農林水産長期金融協会を交
付先として特定している。

有

事　業　名
点検結果

（見直す場合はその内容）法人番号
公益法人の場合

公益法人に対する補助金等の見直しの状況

補助金交付決定等に係
る支出負担行為ないし

意思決定の日
交付決定額補助金交付先名 支出元（目）名称支出元会計区分

様式５



公益法人の区
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国認定､都道府
県認定の区分

継続支出の
有無

事　業　名
点検結果

（見直す場合はその内容）法人番号
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る支出負担行為ないし
意思決定の日

交付決定額補助金交付先名 支出元（目）名称支出元会計区分

大豆・麦・飼料用米等生産拡
大支援事業／大豆価格形成
安定化事業

公益財団法人日本特産
農産物協会

4010405001118 25,718,000                 一般会計
国産農産物生産・供給
体制強化対策事業費補
助金

平成29年4月25日 公財 国認定

国産大豆の適正な取引価格の形成するた
めに、当該法人のみが国産大豆の市場を開
設しており、公益性と必要な知見を有する唯
一の者として予算要求の段階から事業実施
主体としているため交付先を見直すことは
困難。

有

新たな木材需要創出総合プロ
ジェクト事業／地域材利用促
進／木づかい・森林づくり活動
の全国的な展開／全国規模
の緑化行事

公益社団法人国土緑化
推進機構

7010005017189 21,775,000                 一般会計
林産物供給等振興事業
費補助金

平成29年4月26日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により採択されたも
の。

有

ベトナム及びミャンマーにおけ
る農業生産性・品質向上のた
めの技術指導（ミャンマー）

公益社団法人国際農林
業協働協会

8010405002616 10,000,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成29年4月28日 公社 国認定

平成30年度予算から農業に関する技術指
導、研修等の個々の事業を廃止するととも
に、人材育成事業を大括り化することによ
り、H30年度予算額を削減。（平成29年度限
りで事業廃止）

有

農林水産顕彰等普及事業
公益財団法人日本農林
漁業振興会

2010405010186 39,000,000                 一般会計
農林水産調査研究普及
費補助金

平成29年5月1日 公財 国認定

公益財団法人日本農林漁業振興会につい
ては宮内庁から天皇杯が下賜されているこ
と、農林水産祭については国との共催となっ
ているため、（昭和37年11月22日付け宮内
発第590号）交付先を当該法人に特定してい
る。

有

農地中間管理機構事業／農
地売買等支援事業

公益社団法人全国農地
保有合理化協会

2010005003185 1,001,695,000             一般会計
農地集積・集約化対策
事業費補助金

平成29年5月8日 公社 国認定

公益社団法人全国農地保有合理化協会
は、農業経営基盤強化促進法（昭和五十五
年法律第五十六号）第十一条の二第一項に
より全国に一を限って指定された、農地中間
管理機構の行う事業を支援することを目的
とした支援法人であるため、交付先を見直
すことは困難。

有

新たな木材需要創出総合プロ
ジェクト事業／地域材利用促
進／木づかい・森林づくり活動
の全国的な展開／地域材製
品等の顕彰

公益社団法人国土緑化
推進機構

7010005017189 47,000,000                 一般会計
林産物供給等振興事業
費補助金

平成29年5月8日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

国際林業協力事業／途上国
持続可能な森林経営推進事
業

公益財団法人国際緑化
推進センター

1010005018507 56,129,000                 一般会計
政府開発援助国際林業
協力事業費補助金

平成29年5月9日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

輝く女性農業経営者育成事業
／女性農業者のネットワーク
促進と活躍推進／２　女性の
活躍推進に取り組む農業法人
等への支援

公益社団法人日本農業
法人協会

3010005018892 21,399,000                 一般会計
担い手育成・確保等対
策事業費補助金

平成29年5月10日 公社 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

家畜衛生対策事業／家畜生
産農場清浄化支援対策事業

公益社団法人中央畜産
会

9010005013847 37,565,000                 一般会計
食料安全保障確立対策
事業費補助金

平成29年5月11日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

アジア食料生産力・付加価値
向上人材育成事業

公益社団法人国際農業
者交流協会

4010805001948 21,000,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成29年5月12日 公社 国認定

平成30年度予算から農業に関する技術指
導、研修等の個々の事業を廃止するととも
に、人材育成事業を大括り化することによ
り、H30年度予算額を削減。（平成29年度限
りで事業廃止）

有

アフリカにおける地産地消（Ｃ
ｈｉｓａｎ－Ｃｈｉｓｈｏ）活動普及検
討調査事業

公益社団法人国際農林
業協働協会

8010405002616 24,000,000                 一般会計
政府開発援助食料安全
保障確立対策事業費補
助金

平成29年5月12日 公社 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

家畜改良推進事業
公益社団法人全国和牛
登録協会

9130005012804 15,935,000                 一般会計
牛肉等関税財源国産畜
産物生産・供給体制強
化対策費補助金

平成29年5月12日 公社 国認定

競争性の確保のため、畜産関係団体等へ
の周知や公募に係る説明会の実施等を行っ
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定委員会で採択されたもの。

有



公益法人の区
分（※）

国認定､都道府
県認定の区分

継続支出の
有無

事　業　名
点検結果

（見直す場合はその内容）法人番号
公益法人の場合補助金交付決定等に係
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意思決定の日

交付決定額補助金交付先名 支出元（目）名称支出元会計区分

農山漁村６次産業化対策事業
／農山漁村の所得増大対策
／６次産業化サポート事業／
スマイルケア食普及対策事業

公益財団法人食品流通
構造改善促進機構

6010005019129 13,500,000                 一般会計
農山漁村６次産業化対
策事業費補助金

平成29年5月17日 公財 国認定 平成29年度限りで事業廃止。 有

果樹農業好循環形成総合対
策事業

公益財団法人中央果実
協会

1010405010567 5,660,000,000             一般会計
国産農産物生産・供給
体制強化対策事業費補
助金

平成29年5月17日 公財 国認定
公募期間の延長等の取組を行ったが、１者
応募であった。外部有識者も含めた選定審
査委員会において採択されたもの。

有

農山漁村６次産業化対策事業
／再生可能エネルギーの導
入促進／食品リサイクル促進
等総合対策事業／食品ロス
削減国民運動の展開事業

公益財団法人流通経済
研究所

2010005019116 15,000,000                 一般会計
農山漁村６次産業化対
策事業費補助金

平成29年5月18日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

乳製品国際規格策定活動支
援事業

公益財団法人日本乳業
技術協会

8010005004178 10,990,000                 一般会計
国産農産物生産・供給
体制強化対策事業費補
助金

平成29年5月19日 公財 国認定

公益財団法人日本乳業技術協会は、乳製
品コーデックス規格に意見書を提出する国
際酪農連盟（ＩＤＦ）に加盟する我が国唯一の
機関であるため、交付先を当該法人に特定
している。なお、平成31年度概算要求より、
国際酪農連盟（ＩＤＦ）に加盟する我が国唯一
の機関が、一般社団法人Ｊミルクに変更とな
るため、平成31年度からは公益法人への支
出ではなくなる見通し。
平成30年度予算額を削減。

有

農山漁村６次産業化対策事業
／食品産業の強化／食品の
品質管理体制強化対策事業

公益社団法人日本食品
衛生協会

3011005000122 13,058,000                 一般会計
農山漁村６次産業化対
策事業費補助金

平成29年5月26日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により採択されたも
の。（平成30年度限りで事業廃止）

有

外食産業等と連携した水産物
需要拡大対策事業費

国産水産物流通促進セ
ンター（代表機関：公益
社団法人日本水産資源
保護協会）

12,607,000                 一般会計
農林水産物・食品輸出
促進対策事業費補助金

平成30年2月16日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により選定されたも
の。

有

畜産・酪農収益力強化総合対
策基金等事業（畜産・酪農収
益力強化総合対策基金）

公益社団法人中央畜産
会

9010005013847 42,198,909,000            一般会計
国産農産物生産・供給
体制強化対策事業費補
助金

平成30年2月20日 公社 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

産地パワーアップ事業
公益財団法人日本特産
農産物協会

4010405001118 20,200,286,000            一般会計
国産農産物生産・供給
体制強化対策事業費補
助金

平成30年3月5日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
たが、１者応募であった。外部有識者も含め
た選定審査委員会において採択されたも
の。

有

外食産業等と連携した農産物
の需要拡大対策事業

公益財団法人日本特産
農産物協会

4010405001118 77,534,000                 一般会計
農林水産物・食品輸出
促進対策事業費補助金

平成30年3月16日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により選定されたも
の。

有

外食産業等と連携した農産物
の需要拡大対策事業

公益財団法人中央果実
協会

1010405010567 20,000,000                 一般会計
農林水産物・食品輸出
促進対策事業費補助金

平成30年3月20日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により選定されたも
の。

有

外食産業等と連携した農産物
の需要拡大対策事業

公益財団法人日本特産
農産物協会

4010405001118 53,000,000                 一般会計
農林水産物・食品輸出
促進対策事業費補助金

平成30年3月28日 公財 国認定

透明性・公平性向上の取組を実施（公募）し
ており、複数の応募があった。外部有識者も
含めた選定審査委員会により選定されたも
の。

有

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


